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令和 6年度予算見積調書 課室名:

説明事業

人権・男女共同参画課
担当名: 総務・人権企画担当

内線: 2254 (単位：千円)
会計

P17 人権施策推進費 一般会
計

総務費 県民費
項

県民活動推進
費

人権施策推進費
番号 事業名

事 業
期 間

平成13年度～ 根 拠
法 令

人権教育及び人権啓発の推進に関する法律
埼玉県部落差別の解消の推進に関する条例　等

款

針路 07
分野施策 0704

１　事業概要 ５　事業説明

SDGsｺﾞｰﾙ
SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

　すべての県民が「お互いの人権を尊重しながら共に生
きる社会」を実現するため、県民一人ひとりが人権問題
を自らの課題として考え、人権尊重の理念を深められる
よう、あらゆる場を通じた人権啓発事業を行う。

　(１)　総合的人権施策への取組　　　　24,904千円
　(２)　同和問題への取組 　　　　　　　　827千円
　(３)　人権尊重社会をめざす県民運動の推進
　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　4,228千円

（１）事業内容
　　ア　総合的人権施策への取組　  　　　　　　24,904千円
　　　　研修会、人権啓発イベント(オンライン)の開催、市町村啓発活動支援　等
　　イ　同和問題への取組　                       827千円
　　　　啓発資料の作成 等
　　ウ　人権尊重社会をめざす県民運動の推進　   4,228千円
　　　　人権尊重社会をめざす県民運動推進協議会の開催、年間・月間事業の実施　等
　
（２）事業計画
　　ア　年間を通じた啓発活動
　　　(ｱ)　人権施策の総合調整のため、県機関、民間団体等を構成員とする会議を実施する。
      (ｲ)　市町村等が実施する啓発活動等への支援・委託を実施する。
      (ｳ)　人権尊重社会をめざす県民運動を推進する。
　　　(ｴ)　関係機関が主催する研修会等へ人権・同和問題啓発講師を派遣する。
　　イ　強調月間・強調週間における集中的な啓発活動
　　　　企業人権担当者や人権啓発指導者等を対象とした研修会の開催や人権啓発イベントをオンラインで開催する
　　　とともに、ポスター掲示及びマスコミを通じた啓発事業を行う。

（３）事業効果
　　　県民への啓発を図ることにより、人権尊重の意識を高める。
　　　【活動指標(アウトプット)】人権啓発イベント１回、企業、市町村・県職員、
　　　　　　　　　　　　　　　　地域指導者等対象の研修開催２回、啓発講師派遣120回
　　　【成果指標(アウトカム)】　人権啓発事業の参加者数　44,879人（令和４年度実績）
　
　
（４）県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　　人権尊重社会をめざす県民運動推進協議会を中心に、企業･団体･マスコミなどの県内各団体とも連携・協力し、
　　「人権尊重社会をめざす県民運動」を展開する。

２　事業主体及び負担区分
(１)　(県10/10)、(国10/10)
(２)　(県10/10)、(国10/10)
(３)　(県10/10)、(国10/10)

３　地方財政措置の状況
なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×3.6人＝34,200千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比国庫支出金

決定額 29,959 22,874

前年額 31,778 24,657 7,121
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誰もが活躍し共に生きる社会の実現

7,085 △1,819

人権の尊重



 

事業名

単位事業名 予算額 24,904千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 18,768 △335 人権啓発活動地方委託金
県民費委託金

一般財源 6,136 0

合計 24,904 △335

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

旅費 336 0 人権・同和問題啓発講師派遣旅費

需用費 1,094 0 人権啓発資料作成

役務費 1,670 0 人権啓発研修会通信費
企業担当者研修会通信費

委託料 21,804 △335 市町村啓発活動支援委託
埼玉県地域人権啓発推進委託
人権啓発イベント業務委託
企業担当者研修会業務委託
人権啓発研修会業務委託

　

事業内訳書

人権施策推進費

総合的人権施策への取組

主な内容

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 24,904千円

　
 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

合計 24,904 △335

単位事業名 予算額 827千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 601 0 人権啓発活動地方委託金
県民費委託金

一般財源 226 50

合計 827 50

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

報償費 50 50 同和問題講演会講師謝金

旅費 66 0 会議出席旅費

　

総合的人権施策への取組

主な内容

同和問題への取組

主な内容

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 827千円

　
 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

需用費 601 0 啓発冊子印刷代

使用料及び賃借料 110 0 会場使用料

合計 827 50

単位事業名 予算額 4,228千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 3,505 △1,448 人権啓発活動地方委託金
県民費委託金

一般財源 723 △86

合計 4,228 △1,534

同和問題への取組

主な内容

人権尊重社会をめざす県民運動の推進

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 4,228千円

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

報償費 408 0 人権尊重社会をめざす推進協議会の委員謝金

需用費 2,069 △895 啓発冊子の印刷等

役務費 28 △1,449 人権尊重社会をめざす県民運動の通信費

委託料 1,556 819 人権尊重社会をめざす県民運動の啓発事業委託

使用料及び賃借料 167 △9 会場使用料

合計 4,228 △1,534

主な内容

人権尊重社会をめざす県民運動の推進


